第４回『新しい公共』づくりをめざした市民と民主党の政策形成プロジェクト
「価格シグナル」「政策シグナル」が
地球温暖化対策を促進させ、新しい経済社会を創出する
～　地球温暖化対策税（炭素税）の意義と必要性　～
　2010.4.14
平田仁子
気候ネットワーク東京事務所長
１．温室効果ガス排出の9割はエネルギー起源CO2
　地球温暖化問題の元凶は、化石燃料の大量使用である。石油・石炭をはじめとした化石燃料の使用を抑制することが重要。しかしエネルギー供給量は増加の一途、中でも、石炭の利用が大幅増加している。
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図1　右肩上がりを続けてきた日本の一次エネルギー総供給

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」
２．「価格インセンティブ」で、社会システムを転換する
　環境税は、環境の価値をコストに適正に組み込み、環境悪化に関するコストを汚染者・排出者が公平に支払う考えに立つもの。なかでも炭素税（地球温暖化対策税）は、CO2排出者が気候変動のコストを払うシステムを作ろうというもの。すなわち、CO2排出に応じてエネルギー価格を高くする政策である。
　CO2排出に応じてエネルギー関連諸税が上昇することにより、さまざまな好循環が期待される。

	· 経営者が低炭素時代を生き抜く経営戦略を進める
· 社会全体で化石燃料全体の使用が抑制され、再生可能エネルギーの利用促進が進む
· 工場で省エネ設備投資が進む
· 省エネ機器開発が進む
· 発電所、その他製造業などで、石炭から天然ガスへの燃料転換が進む
· 省エネ投資や再生可能エネルギー投資が進み、新規産業が創出され、雇用が増加
· 消費者の省エネ機器・自動車・住宅の選択が進む
· オフィス・家庭での省エネ行動の促進・ライフスタイルの転換　etc.



　炭素税によって、化石燃料の価格が上がる（原油価格の高騰などで不安定な乱高下をするのではなく制度によって安定的にかつ確実に上昇する）という“シグナル”で、様々な主体は、確信を持って、行動を起こすのである。

行動は、多くの場合、エネルギーコストの低下で得をするという更なる好循環を生みだす。また技術のブレークスルーなどを引き起こし、低炭素型のビジネスや雇用の創出につながる。（事業の炭素集約度が高く、課税によって急激に事業に影響を受け、国際競争力を失うような業界については、十分な情報を元に、適切な緩和措置を導入することが考えられる。）
３．求められる環境面からの税財政改革　～地球温暖化対策税はその一環

　今日求められているのは、開発促進・環境破壊型の現行の税財政システムを、環境面から改革していくこと（環境税財政改革）。すなわち、環境負荷の大きいものの課税は高く、そうでないものは低く、そして、環境対策になるものへの支出・投資を増やし、環境悪化につながる支出を削減させるということが必要である。
　【課税】環境にやさしい製品・事業　ダウン　⇘

　　環境にわるい製品・事業　　アップ　⇗
　【使途】環境にやさしい製品・事業　アップ　⇗


　　環境にわるい製品・事業　　ダウン　⇘

４．既存税制
　現行制度で、エネルギーには様々な税がかけられている。これらの課税は、化石燃料の価格を引き上げることで、一定程度のCO2排出抑制効果を持っている。しかし、CO2排出に応じた形での課税とはなっていない。また現行のエネルギー税は諸外国に比べると安い方である。炭素税（地球温暖化対策税）は、これを踏まえ、CO2排出に応じた税をかけていくことが必要となる。

　使途においては、これまで長い間、その税の使途は、CO2を排出する道路建設等に使われてきた。2009年度からは道路特定財源制度が廃止され、一般財源化されている。一般会計から無駄な道路予算が支出され続けることにならないよう、「コンクリートから人へ」政策が確実に実行されるようにしなくてはならない。

[image: image1.emf]6.38 12.42 14.38 15.92 16.47 19.6622.0022.76 22.75 22.81 

051015202565707580859095000507（10

18

J）年度

新エネルギー・地熱等水力原子力天然ガス石炭石油

69.9%21.3%64.7%18.0%56.0%16.8%10.7%

22.1%17.9%10.2%43.9%

9.6%55.9%29.3%71.6%17.5%55.4%20.0%53.6%16.5%11.5%12.3%49.0%18.5%13.8%12.6%

2.8%3.1%

石油連盟「石油税制便覧 平成21年度版」等より作成
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税率とCO2排出量の関係

軽油税の国際比較
５．自動車関連諸税の「暫定税率廃止」と「地球温暖化対策」との整合

　民主党が掲げる道路特定財源諸税（ガソリン税（揮発油税・地方道路税）・軽油引取税・自動車重量税・自動車取得税）の暫定税率の廃止は、自動車が使用する燃料及び自動車単体の税を軽くし、その結果、自動車利用が促進され、CO2排出が増えることにつながる。

　地球温暖化対策と整合的に、暫定税率分の税率を下げるのではなく、それを本則税にするなどして維持した上で、地球温暖化対策税分を上乗せするなど、一貫性ある政策を実施するべきである。
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本則税化／社会的費用負担税　　炭素税上乗せ分
６．地球温暖化対策税の制度設計－キャップ＆トレード型の排出量取引とのポリシーミックス
　地球温暖化対策税もキャップ＆トレード型の排出量取引制度も、「炭素に価格をつける」という観点からは同じ効力をもつ。

　全ての排出主体を対象に、企業にも家庭にも価格インセンティブを効かせて排出削減を促すものとして、地球温暖化対策税の導入を基礎に、大規模事業所に対しては、排出総量にカップをかけ、排出削減を確実にする政策との組み合わせが効果的である。キャップ＆トレードの対象事業所に対しては、地球温暖化対策税を減税することなどの対処が可能である。
【気候ネットワークの炭素税の制度提案概要】
	(1)課税対象・税率
	化石燃料（石炭・石油・天然ガス等）起源のCO2

原則、すべての主体に課税
CO2・1トン当たり3000円程度（炭素トン当たりでは11000円程度）（ガソリン1リットル当たり約7円）

	(2)税収使途・減税対象
	基本的に減税もしくは減税的な使途に充当して税収中立的とし、一部を温暖化対策費などに充てることも検討。
減税的使途の中身としては、年金財源への充当、法人税・所得税の減税
温暖化対策費の使途については、効果的なCO2削減策に充てる

	(3)産業・企業への措置
	原則、全ての主体に対して課税する。
ただし、国内排出量取引制度の対象となっている事業所については、炭素税を軽減（80％）する。

	(4)家庭・消費者・地域性への措置
	税収中立的に減税もしくは減税的な使途に充てることに加え、逆進性（低所得者層の負担増）への配慮措置を実施
寒冷地や公共交通機関が不備な地域への配慮措置を実施


炭素税研究会提案を基礎に提案
７．フロン税の導入

　温室効果ガス排出削減という観点からは、代替フロン等の温室効果ガス（HCFC、HFC、PFC、SF6、その他新規の人為起源の代替フロンも含む）に対しても、CO2寄与度に応じて同等の税をかけるべきである。1トン（CO2）当たりの税額を定め、フロンガスには、地球温暖化係数（GWP）で換算して税率を定める。これにより、企業・家庭を含む全ての排出主体に対して、価格インセンティブを効かせて排出削減を促すことができる。
８．環境省の地球温暖化対策税提案について
　・検討すべき地球温暖化対策税案として、重要な一歩である。
　・ガソリンに対して、暫定税率廃止によってガソリン利用促進につながる問題へ配慮し、税率が下がる分についてほぼ相殺する税率を課そうとしている点、また、CO2排出が多く、現在の税制で課税率の低い石炭により高い税を課そうとしていることは評価できる。
　一方、下記のような問題点もある。
①　全体に税率が低い

　CO2 1トン当たり1000円程度（ガソリン1リットル当たり2円程度）では、価格インセンティブがききにくい。

　②ガソリン税が結果として下がってしまう

ガソリン税の上乗せ税分は、暫定税率で下がる分ほどまで課税されず、結果的にガソリン税が現在よりも下がってしまい、利用増加へのインセンティブとなってしまう。
③軽油の税の上乗せが示されていない

軽油に関しては、暫定税率が廃止される分の上乗せについて今後の検討とされ、仮にそのまま下がってしまえば、大幅に税率が下がり、軽油の利用に拍車をかけてしまう。

④石炭の抑制へのインセンティブが弱い

石炭については他の化石燃料よりやや高めの税を課しているが、それでも天然ガスの税よりも安く、結果的に他の化石燃料よりも税率が低い状況がかわらず、石炭の利用が促進される流れを止めるインセンティブにはならない。

⑤使途の考え方があいまい

使途については、特別財源にしないとしつつ、温暖化対策の歳出・減税に優先的に充てるとしている。他の税の減税に充てる税収中立方式で、トータルの国民負担を増やさない方法を打ち出す考えもある。
以上の点を踏まえた議論を加速させ、制度設計し、2011年度から導入するべきである。

環境省の地球温暖化対策税提案
９．マニフェストへの要望

（税制関連）

・ガソリン税の暫定税率廃止は、地球温暖化対策と整合的に、税率を下げない形で地球温暖化対策税と組み合わせ、十分な価格インセンティブが与えられるよう、税率を引き上げることを約束すること。
・地球温暖化対策税を平成23年度（2011年度）に導入することを約束すること。その際、制度設計において、地方財政及び低所得者へ配慮するとともに、新規産業・雇用を育成するよう配慮すること。

（高速道路関係）

・高速道路料金の見直しは、公共交通機関の利用促進を妨げないよう、CO2排出への影響を評価した上で、温暖化対策と整合を図りつつ、決定すること

　

（市民参画）

　・政策形成において、（単に意見を聞きおくだけでない）市民参画の仕組みを確保すること。
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